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序

八天遺跡は、縄文時代後期後半の大形円形建物跡と、墓域などを主体とする遺跡です。

更木東部開発に先立ち、昭和 4 3（1 9 6 8）年から昭和 5 2（1 9 7 7）年にかけて実施され

た発掘調査により、遺跡の価値が広く認知されました。この成果を受け、昭和 5 3（1 9 7 8）

年２月 2 2 日、本遺跡は国史跡に指定され、将来にわたって保存されることとなりました。

本保存活用計画は、この八天遺跡を適切に保存し、次世代へと継承していくため、そ

の本質的価値と構成要素を明確化し、それらを適切に保存・活用していくための基本方

針を定めたものであり、また、整備や運営・体制についても、方向性を示しています。

八天遺跡の整備活用は地元地区の念願であり、平成 1 6（2 0 0 4）年には更木地区に八

天遺跡整備促進委員会が設置され、平成 2 0（2 0 0 8）年より八天縄文まつりが継続的に

開催されるなど、環境整備に向けた機運が高まっています。

今後は、新たな段階として本計画に基づき、史跡の価値を着実に保存しながら、市民

や地域のみなさんとの協働のもと、整備活用を進めてまいりますので、御協力をよろし

くお願いします。

結びに、本計画の作成にあたり、御指導、御協力を賜りました文化庁、岩手県教育委

員会並びに保存活用計画等策定委員会をはじめ、現在、遺跡の保存と活用に御尽力いた

だいている更木町振興協議会、八天遺跡整備促進委員会並びに関係機関の皆様に厚く御

礼申し上げますとともに、今後の整備事業及び公開活用事業につきましても引き続き御

支援をお願い申し上げます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和４年３月

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　北上市教育委員会教育長　平野　憲



例　言

１　本書は岩手県北上市更木 3 4 地割地内に所在する国指定史跡八天遺跡の保存活用計

画書である。

２�　本計画の策定事業は、北上市教育委員会が主体となり、令和２年度は市の単独事業

として、令和３年度は国庫補助事業として実施した。

３�　本計画は、北上市教育委員会が原案を作成し、国指定史跡八天遺跡保存活用計画等

策定委員会での検討を経て、文化庁及び岩手県教育委員会の指導と助言のもと、策定

した。

４�　本計画の策定に係る事務は、北上市教育委員会文化財課が担当した。令和３年度は

支援業務を株式会社イビソクに委託した。
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